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１ 開催日時・場所 

  開会日時 令和２年１月18日 

  開催場所 和歌山県議会 予算・決算特別委員会室 

  開会時間 午後１時30分 

  閉会時間 午後３時33分 

           ─────────────────────────  

２ 議  題 

（１）広域医療 

   調査事件 

   ・広域医療の推進について 

（２）広域職員研修 

   調査事件 

   ・広域職員研修の推進について 

           ─────────────────────────  

３ 出 席 委 員   (18名) 

2番 山 本    正 

3番 川 島  隆 二 

6番 林    正 樹 

7番 迫    祐 仁 

11番 垣 見  大志朗 

12番 大 橋  一 功 

13番 上 島  一 彦 

15番 和 田  有一朗 

16番 黒 田  一 美 

20番 猪 奥  美 里 

24番 浦 口  高 典 

25番 井 出  益 弘 

27番 興 治  英 夫 

28番 岡    佑 樹 

32番 中 村  三之助 

33番 西    徳 人 

37番 西 村  昭 三 

39番 安 井  俊 彦 

───────────────────────── 

４ 欠 席 委 員   (1名) 

30番 庄 野  昌 彦  

───────────────────────── 

５ 事務局出席職員職氏名 

  議会事務局長          千 代    博 

議会事務局次長兼議事調査課長  高 宮  正 博 

議会事務局総務課長       井 野  健三郎 

───────────────────────── 
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６ 説明のため出席した者の職氏名 

（１）広域医療 

広域連合委員（広域医療担当）              飯 泉  嘉 門 

本部事務局長                      村 上  元 伸 

広域医療局長                      仁井谷  興 史 

広域医療局次長                     鎌 村  好 孝 

広域医療局医療政策課長                 岡    航 平 

広域医療局広域医療課長兼広域医療局課長（徳島県ドクターヘリ担当）  

                              井 上  晋一郎 

広域医療局健康増進課長                 戸 川  美 史 

広域医療局感染症・疾病対策課長             梅 田  弥 生 

広域医療局薬務課長                   三 宅  崇 仁 

広域医療局課長（京滋ドクターヘリ担当）         小 林  靖 英 

広域医療局課長（３府県・兵庫県ドクターヘリ担当）    元 佐    龍 

広域医療局課長（鳥取県ドクターヘリ担当）        萬 井    実 

広域医療局参与（滋賀県）                市 川  忠 稔 

広域医療局参与（京都府）                井 尻  訓 生 

広域医療局参与（和歌山県）               野 㞍  孝 子 

広域医療局参与（京都市）                中 谷  繁 雄 

（２）広域職員研修 

副広域連合長・委員（広域職員研修担当）         仁 坂  吉 伸 

本部事務局長                      村 上  元 伸 

広域職員研修局長                    田 村  一 郎 

広域職員研修局次長                   岡    哲 司 

広域職員研修局研修課長                 山 本  佳 之 

広域職員研修局参与（滋賀県）              河 瀬  隆 雄 

広域職員研修局参与（京都府）              高 橋  和 男 

広域職員研修局参与（大阪府）              湯 田    毅 

広域職員研修局参与（徳島県）              藤 本  真 路 

広域職員研修局参与（京都市）              藤 田  洋 史 

広域職員研修局参与（大阪市）              上 岡  忠 人 

広域職員研修局参与（神戸市）              三和田  智 子 

───────────────────────── 
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          ───────────────────────── 

７ 会議概要 

       午後１時30分開会 

○委員長（川島隆二）  皆さん、こんにちは。定刻になりましたので、ただいまから、

関西広域連合議会防災医療常任委員会を開催いたします。 

 本日、庄野委員は欠席であります。 

 なお、理事者側の出席者については、お手元に名簿を配付していますので、ご覧おき願

います。 

 それでは、議事に入ります。 

 本日の調査事件は、広域医療の推進及び広域職員研修の推進についての２件であります。 

 本日は２部制とし、まず、広域医療の推進について議題とし、広域医療局から説明聴取

の後、質疑を行います。 

 次に、休憩を挟んで理事者交代の後、広域職員研修の推進についてを議題とし、広域職

員研修局から説明聴取の後、質疑を行います。 

 本日の委員会全体の終了時刻は、15時30分をめどといたしますので、よろしくお願いを

いたします。 

 それでは初めに、広域医療担当の飯泉委員からご挨拶をいただきます。 

 飯泉委員。 

○広域連合委員（広域医療担当）（飯泉嘉門）  まずは、川島委員長さん、また西副委

員長さんをはじめ、防災医療常任委員会の皆様方におかれましては、関西府民・県民

2,000万人の安全・安心のために日々ご尽力をいただいておりますこと、この場をお借り

しまして厚く御礼申し上げたいと存じます。本当にどうもありがとうございます。 

 さて、広域医療分野におきましては、本来であれば一番の高次の医療圏となります。都

道府県がその所管をする３次医療圏。これを超える４次医療圏“関西”、この概念を打ち

立てまして、例えば、ドクターヘリ７機の共同運航など、府民県民の皆様方の安全・安心

を日々対応しているところであります。 

 以下、具体的に申し上げてまいりたいと存じます。 

 まずは、広域救急医療体制の充実についてであります。 

 今申し上げましたように、関西広域連合では連合に移管をされたものプラス、和歌山県

のドクターヘリを合わせて７機体制によりまして、救命救急効果の高い30分以内に駆けつ

ける救急医療体制の構築をしているところであります。 

 また、さらに二重三重のセーフティーネット、これを構築していこうということで、隣

接をする県などと連携をする中で、今までドクターヘリが導入をされていなかった、例え

ば福井県、また香川県、こうしたところでもドクターヘリ導入の機運が今高まっていると

ころであります。こうしたところともこれから連携を深め、二重三重のセーフティーネッ

トをより充実をさせていきたい、このように考えているところであります。 

 また空の連携はもとよりのこと、これを空の連携をより強化をするためには陸の連携を

強化していく必要があります。陸の連携、これは各それぞれの基地局、それを相互間の連

携の強化ということであります。こうした体制につきましても、今、更に強化を進めてい

るところであります。 
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 また、次には、いざ発災、災害時における広域災害医療、その体制の強化についてであ

ります。 

 今申し上げました７機のドクターヘリ体制。これによりまして、いざ発災といった場合

にもしっかりとこの関西広域連合内、これを守ることはもとよりのこと、例えば、平成28

年に起きました熊本地震。熊本県の川島知事、あるいは国のほうからも直ちに関西広域連

合に対しドクターヘリ、その支援要請があったところであります。当時はまだ鳥取県のド

クターヘリ、これが導入をされておりませんでしたので６機体制。このうち西側の守り、

３府県ヘリ、兵庫県ヘリ、徳島県ヘリが直ちに熊本県に急行をいたしまして、ＤＭＡＴの

皆様方、あるいはＤＰＡＴ先遣隊、こうしたものへの対応を行ったところであります。そ

して、その留守の間を、東側を守る３機のドクターヘリで関西広域連合全域のバックアッ

プを行ったところでもあります。 

 こうした形はもとよりのこと、一昨年、大阪北部におきまして直下型地震が起きました。

これによって直ちに５機のドクターヘリに待機をかけ、そして被災をした病院からそれぞ

れ移管をする病院へと、２機のドクターヘリで３名の患者さんを移送をし、事なきを得た

ところであります。その後、鳥取のドクターヘリの配備、これからは奈良県のドクターヘ

リとの８機体制についての運航体制、こうした点についてもしっかりと構築をしていく、

いよいよスタートを切っているところでもあります。 

 こうした形で、いざ発災となった場合にもしっかりと対応をすることはもとより、東日

本大震災、発災のときに制度化をいたしました災害医療コーディネーター、今では関西広

域連合の制度が日本の制度となったところでありますが、この災害医療コーディネーター

の皆さん方の要請はもとより、さまざまな災害医療の研修を行うことによりまして構成府

県の、まさに横横の関係、顔の見える関係をしっかりと構築をしてまいりたい。このよう

に考えているところであります。 

 また、これ以外にも広域医療の連携体制を強化する分野がこれからどんどん増えてくる

ところであります。特にトピック的なものを申し上げていきたいと思います。 

 まずはＩＲの関係についてであります。 

 いよいよＩＲ法が施行に移されることとなりました。しかし、ここでは関西広域連合の

議会でもご指摘をいただきました依存症対策、これを進める必要があるんではないだろう

か。この依存症対策につきましても、それぞれ効果的なモデル事例などを共有することに

よって関西広域連合全域において、ＩＲギャンブル依存症はもとよりのこと、さまざまな

依存症対策を今進めているところであります。また、2020年は国のターゲットポイントと

なるものが、今年の９月までにジェネリック医薬品の使用割合を８割と定められていると

ころであります。こちらにつきましても、構成府県市の中でも特に市議会の先生方から、

このジェネリック医療どのようにすれば効果的になるのか。こうした点について議会の場

でもご提言をいただいたところであり、こうした効果的な対策を構成府県市、それぞれの

ところへ今広げ、そして医療関係者の皆さん方はもとより、県民・府民の皆様方にしっか

りとジェネリック医療のその意義付け、これも広報活動として行わせていただいていると

ころであります。 

 こうした形で今年がトピックになるもの、また大きな国家的な課題となるもの、こうし

た点につきましても、広域医療局におきましてそれぞれの構成府県市の皆様方と一致結束
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をして進めているところであります。 

 以下、資料に基づきまして、詳細につきましては広域医療局長のほうから説明をさせて

いただきます。 

 どうか大所高所からご提言賜りますようよろしくお願いを申し上げまして、まずは冒頭

のご挨拶とさせていただきます。本日のご審議、どうぞよろしくお願いをいたします。 

○委員長（川島隆二）  ありがとうございます。 

 まず、広域医療の推進について、広域医療局長から説明願います。 

○広域医療局長（仁井谷 興史）  それでは、私から資料の１に基づきまして、広域医

療の取組のご説明をさせていただきます。 

 資料の１でございますが、おめくりいただきまして１ページでございます。関西広域救

急医療計画につきまして、平成30年度から令和２年度までの３年間の計画で行っておりま

す。 

 基本理念でございますが、「安全・安心の４次医療圏・関西」といたしまして、府県レ

ベルでの３次医療圏を越えた４次医療圏、関西全体をこの４次医療圏と位置付けまして府

県域を越えた広域救急医療体制の充実・強化を図っております。 

 内容といたしましては、大きく３本柱でございまして、「広域救急医療体制の充実」と

いたしまして、府県域を越えたドクターヘリの運航、また「災害時における広域医療体制

の強化」といたしまして、南海トラフ巨大地震あるいは近畿圏直下型地震に備えた災害医

療コーディネーターの養成、府県域を越えた災害医療訓練の実施などを行っております。 

 また３つ目の柱といたしまして、「課題解決に向けた広域医療連携体制の構築」といた

しまして、アルコール・薬物・ギャンブルなどの依存症対策、あるいは危険ドラッグの防

止対策などに取り組んでおります。 

 具体的な内容は２ページ以降に記載をしております。おめくりいただきまして２ページ

でございます。 

 管内ドクターヘリの配置につきまして、地図上でプロットしてお示しをしております。

左上の鳥取県ドクターヘリから兵庫県ドクターヘリ、３府県ヘリ、京滋ヘリ、また中ほど

大阪府ドクターヘリ、そして下にまいりまして、徳島県ドクターヘリ、和歌山県ドクター

ヘリと管内７機の体制を構築しているところでございます。 

 また、それぞれ近隣の府県との連携も行っておりまして、鳥取県ヘリであれば中国各県

と、また徳島県ヘリであれば愛媛県、高知県のドクターヘリとの相互応援。また和歌山県

のドクターヘリにつきましては奈良県、三重県。そして、京滋ヘリにつきましては福井県

嶺南地域までカバーをしていただいていると、こういった形で管内はもとより近隣の府県

との連携も進めているところでございます。 

 ３ページをご覧いただきますと、運航の実績を載せてございます。 

 平成30年度の運航実績でございます。７機トータルで4,711回でございます。内訳とい

たしましては、最も広いエリアをカバーしている３府県ヘリが2,105回と非常に多くなっ

てございます。逆に、ややカバーしているエリアが狭い大阪府のドクターヘリは156回、

その他の５機につきましては若干大小ございますが、ざっくり申しますと500回前後の出

動回数ということになってございます。折れ線グラフで示しておりますように、６機体制、

また７機体制と構築をしてくる中で運航の回数も徐々に増えてきているところでございま
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す。 

 そして、こういった形で７機体制での運航を順調に行い、かつ近隣県との連携も行って

いるところ、近隣の福井県あるいは香川県でのドクターヘリ導入の動きの呼び水というこ

とにもなってきているところでございます。残り全国の中で配備ができてないのが、もう

この東京都含めた３県のみ、というところまでドクターヘリの配備は進んできております。 

 おめくりいただきまして４ページでございます。 

 先ほど申しました近隣県との連携でございます。平成26年の高知県と徳島県の間での相

互応援から始まりまして、三重県、中国５県、そして高知、愛媛、福井、三重、奈良とい

う形で近隣県との連携を強めまして二重三重のセーフティーネットを拡大してきていると

ころでございます。今後さらに岡山県ヘリ、福井県ヘリなどとの連携強化も行ってまいり

たいと考えております。 

 続きまして５ページでございますが、このドクターヘリの事業に関しまして様々な普及

啓発に取り組んでおります。各基地病院、あるいは地域におけるドクターヘリ見学会を通

じまして、住民の理解を促進しているということはもとより、関西モデルとして全国に発

信するというために、認定ＮＰＯ法人救急ヘリ病院ネットワークと、いわゆるＨＥＭ－Ｎ

ｅｔというものでございますが、こちらの会員報誌を通じて全国への広報というのも行っ

ていただいているところでございます。このＨＥＭ－Ｎｅｔの会長、國松孝次は元警察庁

長官でございますが、今年度の８月に徳島県へおいでをいただきまして、県立中央病院の

視察、あるいは広域医療担当委員である飯泉知事との対談を行っていただきました。府県

域を越えたドクターヘリの運航というのが、非常に全国に先駆けたモデルであると高く評

価をしていただいておりまして、今後、ＨＥＭ－Ｎｅｔとしても全国にＰＲをしていきた

いというふうにおっしゃっていただいております。お手元に冊子の現物を本日お配りして

おりますので、後ほどまたご覧をいただければと思っています。 

 おめくりいただきまして６ページでございます。 

 ドクターヘリ搭乗人材の育成といたしまして、フライトドクター、ナースの養成に取り

組んでおります。推進計画の目標では、令和２年度までに174名の養成をするという目標

を掲げておりますが、平成31年４月の時点で既に213名と目標をクリアしております。 

 また、空の連携はもとより、陸の連携も強めるということで、（５）でございますが、

ドクターヘリ基地病院交流・連絡会も開催をしております。フライトドクター、ナースの

スキルアップ、基地病院間の情報共有、連携強化等を図るということを目的とした交流・

連絡会を毎年度実施をしておりまして、顔の見える関係づくりに取り組んでおります。 

 それから７ページでございますが、（６）臨時離着陸場、いわゆるランデブーポイント

につきましても整備を進めてきております。推進計画の目標を令和２年度で2,800カ所と

いうことでございますが、こちらも令和元年５月の時点で既に目標をクリアしております。 

 また、ドクターヘリ以外の広域連携といたしまして、周産期医療の連携にも取り組んで

おります。それぞれの府県内での緊急の周産期医療に対応ができない場合に、近隣の府県

での広域搬送調整拠点病院の連携により、他府県での受け入れができるという体制の構築

をしております。定期的に担当者会議を開催いたしまして、実際の発動に備えているとこ

ろでございます。 

 おめくりいただきまして８ページでございます。 
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 ２つ目の柱でございます。「災害時における広域医療体制の強化」でございます。 

 まず、災害医療コーディネーターの養成といたしましては、東日本大震災あるいは熊本

地震の際に応援、そして受援の体制を構築しておくということが非常に重要であるという

教訓を得ております。そのため、この応援・受援の際の医療救護活動のキーパーソンにな

る災害医療コーディネーターをしっかり養成をしていこうということで、広域連合で合同

の研修会などを実施しております。平成31年４月現在436名養成ができているところでご

ざいます。 

 また（２）医療機関ＢＣＰの策定促進でございますが、こちらも平成29年度以降、災害

医療セミナーあるいは研修会を通じまして策定支援を行ってきておりまして、これまでに

連合管内全ての災害拠点病院でＢＣＰを策定済みとなっているところでございます。 
 ９ページでございます。 
 （３）府県域を越えた災害医療訓練の実施でございます。いざ発災時に、応援・受援を

円滑に行えるように訓練を重ねてきております。今年度は、９月に内閣府が行いました国

の訓練に、連合のＤＭＡＴ全てが参加をいたしまして、全国の関係機関との連携をしてい

るところでございます。また、連合管内といたしましては、11月に通信訓練といたしまし

て衛星電話の通信訓練、あるいはＥＭＩＳといいますが、広域災害救急医療情報システム、

医療機関が実際稼働しているか、あるいは患者の受け入れができる状態になっているかと

そういうような情報を共有できるシステムでございますが、その入力訓練を行っておりま

す。 
 また、同じ11月には滋賀県におきまして近畿地方ＤＭＡＴブロック訓練を行っておりま

して、連合管内の全てのＤＭＡＴのほか、ドクターヘリも参加をした訓練を行っておりま

す。 
 10ページをご覧いただきますと、こうした訓練に加えまして、実際の災害時の対応もま

さに進んでいるところでございます。平成28年の熊本地震の際には、管内当時６機体制で

ございましたが、西側のドクターヘリ３機が熊本に実際に派遣をしております。そして、

管内のカバーは残った東側３機によって行うというような体制をつくりました。また、平

成30年の大阪府北部地震の際には、奈良県ヘリを加えましたドクターヘリ５機が待機をい

たしまして、そのうち２機が出動し３名の患者さんを実際に搬送したところでございます。

現在７機体制になっておりますので、半分の３機が出動しても４機残るということで守備

力を半減させない体制の構築ができているところでございます。今後これに奈良県ヘリも

加えました８機での運航体制の構築というものも、検討を進めてまいりたいと考えており

ます。 
 それから11ページでございます。 
 （５）でございますが、薬剤、医療資機材の確保といたしまして、発災時の薬剤等の確

保につきましては医薬品卸業協会などの業界団体と連携をいたしまして、救護所等に搬送

される救急体制の構築に取り組んでおります。日常からの訓練ということで申しますと、

各構成団体で実施する総合防災訓練に薬剤師が参加をする。あるいは連合の広域防災局と

も連携をいたしまして医薬品の搬送訓練を実施しているところでございます。 
 それから（６）でございます。災害派遣精神医療チーム、いわゆるＤＰＡＴ先遣隊の設

置でございます。大規模災害が起こった際には災害のストレスが高まるという一方で、被
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災地における医療機能は低下をしてしまうということに対しまして、被災者に対して速や

かに精神保健活動の支援を行う必要があると。このため、発災後概ね４８時間以内に活動

を開始できるＤＰＡＴの先遣隊の設置ということを進めております。平成26年の広島の土

砂災害でありますとか、あるいは熊本地震の際に実際にＤＰＡＴ先遣隊というのが活動を

しているところでございます。全国でも設置が進んでおり、連合管内におきましても設置

が進んでいるところでございます。 
 おめくりいただきまして12ページでございます。 
 ３つ目の柱でございますが、「課題解決に向けた広域医療連携体制の充実」といたしま

して、まず依存症対策でございます。ＩＲ推進法の成立を受けまして、依存症に対する抑

止力、予防策を高めていく必要があるということで、平成29年８月に関西統合型リゾート

研究会が国に対しまして依存症治療の体制整備への支援の提言を行っております。この提

言が反映される形で国におきましてギャンブル等依存症対策基本法が制定をされ、全国レ

ベルでのギャンブル等依存症対策の推進につながっているところでございます。管内の構

成団体におきましてもさまざまな取組が行われておりまして、例えば大阪府さんなどでは

学識者を交えた研究会でありますとか、土日のホットライン、予防教育の充実などに取り

組んでおられるという情報もございます。こういった先進的な情報を構成団体におきまし

て共有をし、アルコール、薬物とも合わせまして依存症対策に取り組んでいるところでご

ざいます。 
 それから（２）でございます。ジェネリック医薬品の普及促進でございますが、今年の

９月が国の掲げるジェネリック医薬品の使用割合８割の目標の時期ということになってご

ざいます。構成団体を挙げましてこの目標達成に向けた取り組みを進めていこうとしてお

ります。これまでの取組といたしましては、１つには、ジェネリック医薬品に切替えた場

合にどれぐらい医療費の削減になるかという、いわゆる差額通知、これが非常に効果があ

るということで、構成府県市でこの取組を共有しまして、現在全構成府県市でこれは実施

をされているところでございます。また、その他の効果的な取組についても情報共有を進

めておりまして、例えば、兵庫県さんにおいては、県内の医薬品の流通調査を行い医療機

関にデータを提供する。あるいは、大阪府さんにおきましては、おくすり手帳にジェネリ

ックへの切替情報と患者コメントを書きまして、医師に対して希望を伝えやすくする、そ

のような取組がなされているということを伺っております。こういった先進的な取り組み

の情報共有を引き続き進めるとともに、今後の取組といたしましては、構成団体共通で使

用できる啓発資材を作成いたしまして、今年の９月まで、残り追い込みをしっかりかけて

いきたいと考えております。 
 13ページでございます。 
 （３）でございますが、危険ドラッグの防止対策でございます。危険ドラッグ対策は平

成26年に非常にこの必要性が高まりまして、国におきましても法制化への動きがあったと

ころでございます。連合といたしましては、26年の10月に国への緊急提言を実施し、また

衆議院の厚生労働委員会参考人質疑に広域連合を代表しまして、広域医療担当の徳島県の

飯泉知事が参加をいたしまして意見を述べたところでございます。こういった活動が反映

される形で旧薬事法が改正をされ、対策の強化につながっております。全ての構成府県市

での条例制定も進んでおりまして、危険ドラッグの該当店舗の根絶にはつながったという
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成果が上がっております。ただ、該当店舗が無くなりましたけども、いわゆるインターネ

ット上での密売などはまだまだ無くなっていないというところでございまして、危険ドラ

ッグの撲滅に向けて取り締まり機関を含めた合同研修会の実施、あるいは訪日外国人旅行

者向けのパンフレットの作成なども行い、引き続き、府県域を越えた取り組みを進めてい

るところでございます。 
 おめくりいただきまして14ページでございます。 
 （４）感染症対策といたしましては、ゴールデンスポーツイヤーズにおけるさまざまな

国際イベントの開催、あるいは旅行者などのインバウンドの増加に伴う人の往来が活発に

なるということに伴いまして、感染症リスクというのも高まってございます。構成団体間

での情報共有の体制がしっかり構築できるように担当者会議、合同研修会いうものを定期

的に開催をしております。 
 また、直近中国で出ております、いわゆる新型のコロナウイルスへの対応につきまして

も各県、あるいは空港での検疫などの情報について、速やかに共有をしようということで

構成団体において確認を改めて行ったところでございます。 
 それから、子どもの事故防止対策でございますが、いわゆる不慮の事故というのは、防

止策を講じることによって可能な限り減らすことができるというような知見も高まってき

ております。徳島県が実証フィールドとなっております消費者庁とも連携をいたしまして、

広域連合の合同研修会を今年度開催いたしました。引き続き関西全体で子どもの事故防止

対策に対する取組を進めてまいりたいと考えております。 
 最後に、15ページでございます。 
 （６）広域医療連携に係る調査及び広報でございます。先進医療が受けられる医療機関

の情報の発信、あるいはＩＣＴを活用した次世代医療の取組、受動喫煙対策などにつきま

してさまざまな情報発信、共有、広報を行ってきているところでございます。今後を見据

えますと、５Ｇでありますとか、ビッグデータ、ソサエティー5.0というものを医療分野

において取り組んでいくというようなことも進んでまいるかと考えております。徳島県に

おきましても、５Ｇを活用した遠隔医療ということに取り組んでいこうと考えております

し、確か和歌山県さんにおきましても県立医大において５Ｇ、遠隔医療に取り組んでおら

れるというようなことも伺っております。こういった先進的な情報につきまして、構成府

県内で共有をし、取組を高めていきたいというふうに考えてございます。 

 以上、駆け足でございますが、広域医療の取組でございます。どうぞよろしくお願いい

たします。 

○委員長（川島隆二）  ありがとうございます。 

 それでは、質疑に移ります。ご発言あれば挙手願います。 

 上島委員。 

○上島委員  大阪府議会の上島です。 

 ３点質問いたしますが、３ページのドクターヘリが７機体制となりまして、平成30年度

の運航実績を見ていますと、平均500回というもの相当ばらつきがあって、一番多いのが

３府県の分ですね、これが2,100回と。大阪が一番少なくて156回ということで、ただ、こ

の７機の受注額は確かほぼ一緒やったと思うんやけど、ほとんどヒラタ学園が受注してて、

こんなに飛んでいるのが差があるのに受注額はほぼ一緒やったと思うんですが、問題はや
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っぱりこの３府県がかなりハードやなというか、地勢的な条件とか、カバーする範囲が広

範囲であるということで、逆に大阪が何で少ないかというたら、救急車で走れますのでそ

ういう状況があるんですが、まずこの平準化がもっとできないかということですね。 

 それから、もう一つは徳島県、飯泉知事のところで、本来なら有視界飛行しかやらない

ドクターヘリが、自衛隊の協力で夜間飛行もカバーされているということなんで、それを

どこまで関西の各府県で広げておられるか伺います。 

 それから２点目が、９ページの府県域を越えた災害医療訓練で、昨年の９月に首都直下

地震、そして11月には関西広域連合の通信訓練、ＥＭＩＳ入力訓練、同じく11月に近畿地

方ＤＰＡＴブロック訓練とされて、この11月の分は、恐らく関西広域の災害を想定されて

だと思うんですが、問題の南海トラフ巨大地震を想定した、やっぱりこの９月並みの訓練

を早急にやるべきで、むしろ首都直下地震より南海トラフのほうの被害が、遥かに想定被

害が大きいと。30年以内に70から80％の確率で起こるという点ですね。 

 それと、あとＤＭＡＴなんですが、東京ＤＭＡＴの本部と大阪ＤＭＡＴの本部と、両方

訪ずれて感じることは、東高西低やなと。やっぱり実際に訪れて、もっと関西の質と量を、

東京並みに上げないかんとちゃうかと。例えば、医師・看護師・薬剤師とともに路地の機

能が非常に重要であると、そういったことの研修であったり、あるいは向こうは、東京は

1,000人部隊でやっているんですよね。お金のほうもある程度待遇がきちんとしていると。

関西のほうでも、それと比べると、質、量ともに、非常に、財源ともに厳しいと思います

ので、これはもうまさに、関西広域で「もうちょっと何とかせい」と国に言うていくべき

ではないかと思いますが、飯泉さんにお伺いします。 

 それと最後に、15ページの５Ｇ。これは遠隔地医療等で和歌山県立医大が特に取り組ん

でおられるということなので具体的に教えていただきたいのと、特にドクターヘリと拠点

病院間で、臓器の医療なんかがリアルな画像で患者の容体を確認できるということなので、

それをこの関西広域でいかに共有化して、実用化はどこまで図っていくかという見通しに

ついて、以上３点伺います。 

○委員長（川島隆二）  飯泉委員。 

○飯泉委員  今、上島委員のほうから大きく３点いただいたところであります。順次お

答えをさせていただきます。 

 まず、ドクターヘリ７機体制について２つご質問をいただいております。 

 ７位体制の中で３府県ヘリ、確かに日本でも断トツ１位と。そして、ただ構成府県の中

で大阪府のドクターヘリ「KANSAI・もず」が少ないと。もう少し平準化をしたらいいんで

はないだろうかといただいたところです。実は、大阪府のドクターヘリのその意義といっ

た点については、先ほど広域医療局長からも話のありました、この國松元長官とのこの対

談の中に資料としても出てまいりますので、委員の先生方、少しこちらをご覧をいただき

たいと思います。こちらの中のデータとして15ページをご覧いただきますと、この中で各

関西広域連合のドクターヘリの運航回数と、さらにはそれがどこをカバーをしているのか。

参考資料の４のところに平成30年度の確定のものとして出ております。これをご覧をいた

だくと、実は３府県ヘリがカバーをしているのは、京都、兵庫、鳥取とまさにこの３府県

なんですね。そして兵庫県で1,700回。しかし、大阪府のドクターヘリ、確かに全体では

156件ではありますが、滋賀県、京都府、そして大阪、和歌山、奈良と５府県をカバーを
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していただいているんですね。やはりドクターヘリ７機体制の一番のポイントは、私の冒

頭でも申し上げましたように、二重三重のセーフティーネット、これが大変重要な点であ

りまして、大阪府のドクターヘリ、確かに大阪府の場合には救急車でのカバーで十分とい

う部分もあるわけでありますが、しかし、その近隣府県をカバーをしていただくといった

点では、大阪府のドクターヘリがなければ助かる命を助けることができない。これが今の

関西のまさに状況ということですので、実は大変ありがたい大阪府のドクターヘリという

ことになります。 

 次に夜間飛行のお話をいただきました。確かに、ドクターヘリの場合には有視界でない

と駄目だということがありまして、関西広域連合の中でもなるべくドクターを早く降ろし

て、そして基地局に帰るということで、ぎりぎりまで、日没近くまでということで運航時

間を長くとることを行っております。しかし、完全に夜間となってしまいますと飛ぶこと

がなかなか今のところ難しい、全国の傾向であります。埼玉県でかつて夜間に飛ぼうとし

て墜落をし、ドクターとコメディカルが全員亡くなるという大変ショッキングな事故が起

こりまして、それ以降、なかなか難しいというのが今の現状であります。しかし、海辺、

例えば離島対策であれば、ここは各知事が要請をすれば海上自衛隊が夜間であってもドク

ターを乗せて飛ぶことが可能となります。また、海上自衛隊のヘリは、陸上はなかなか飛

ぶことが難しい。そこで、ここは陸上自衛隊の皆さん方が暗視スコープを活用する中で、

例えば高圧送電線、こうしたところにつきましてもクリアすることができるわけでありま

して、それぞれの知事さん方から要請をしていただければ十分対応が可能ということにな

ります。また、今後ドクターヘリ自身も夜間に飛べるような形が今後どうとれるか、こう

した点につきましては毎年検討を進めているところであります。 

 次に、２番目として南海トラフ巨大地震に、やはり関西広域連合が備えるべきではない

かということで２点いただいております。 

 まず、この訓練をしっかりやるべきだということで、もちろん関西広域連合の中で、広

域医療局として横横の関係、顔の見える関係、こうしたものも常に行うとともに、国とと

もにＤＰＡＴの広域研修、こうした点も関西広域連合の内部で行わせていただいていると

ころであります。 

 さらに、もう一つは、近畿府県合同防災訓練、これを持ち回りで行っております。令和

２年度につきましては、まさに南海トラフ巨大地震を正面から迎え撃つということで、徳

島において行うこととなっておりますので、委員の先生方にも、もしよろしければご案内

も差し上げたいと思いますが、ご視察をよろしくお願いを申し上げたいと存じます。 

 次に、ＤＭＡＴ。この組織が東高西低ではないかという、ちょっと痛いところつかれた

ところでありますが、我々としては、上島委員からもお話がありましたように、やはり構

成府県市というだけではなくて、やはり関西広域連合として、この横横、顔の見える関係

をということで、このＤＭＡＴのお互いの研修であったり、あるいは実践さながらの訓練、

こうしたものも国のさまざまな訓練を関西広域連合内で行うように誘致をいたしまして、

そしてその中でさらに腕を磨くとともに、横横の関係を強くしているところであります。

特に、基地局病院同士の相互の連携といったもの。また、実際にそれぞれの基地局の病院

を研修会場として、そして座学はもちろんのこと、さまざまなお互いの顔の見える関係と

実践の訓練、これを行わせていただいているところであります。いわば実践を通じて強く
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する関西広域連合、これを目指しているところであります。こうした実績、これも評価を

されることとなりまして、今、国にも提言をすべきだとお話をいただいたとおりでありま

す。国の補助金などにつきましても、こうしたものに活用できるような形を今進めている

ところでもあります。 

 次に、今後は未来技術といわれる５Ｇ。いよいよ令和２年度にスタートとなりました。

総務省におきましては、特に地方においてこの５Ｇの免許をとるローカル５Ｇ、昨年の12

月24日に免許受け付けが開始となりました。徳島におきましても、既に12月24日免許申請

を行い、そして令和元年度中にはその免許の許可が下りることとなっている見通しであり

ます。こうした中、今ほど広域医療局長のほうから徳島での対応のお話を申し上げました。

県立の海部病院から県立の中央病院まで、４Ｋを活用する形での５Ｇで転送を行い、特に

糖尿病をテーマとして患者さんと顔が見える関係を行っていく。これはどのような形で５

Ｇを使えば、超高速大容量、超低遅延、多数同時接続と、いわば三種の神器とも呼んでお

りますが、こうしたものを活用することができるのか。まず片方向ではありますが、これ

をＮＴＴドコモの皆さん方に協力をお願いいたしまして今行っているところであります。

こうした点につきましても、あるいは県立医大での対応といったものにつきましても、し

っかりと我々としてはそれを共有し、そして関西広域連合全域でその成果を実践に移して

いければとこのように考えているところであります。 

 よろしくお願いいたします。 

○委員長（川島隆二）  上島委員。 

○上島委員  いきなり質問したのに、これだけすらすら答えられる知事は、飯泉知事し

かいないなと思って。 

 ＤＭＡＴのところで、問題は、待遇の問題やと思うんですよ。東高西低の問題は、西の

大阪の場合は大阪ＤＭＡＴを見てますと、ちょっと他の県について僕は存じてないんです

が、志願ですよね、基本は志願であるということと、併任なんですよね。だから本来医師

としては本来業務をやりながら、何かあったらそれに対応するということと、その辺の待

遇面の改善ができてないのは、これは国のほうでしっかりと手当するべきではないかなと

思いますので、ぜひともプッシュをお願いいたします。 

 以上です。 

○委員長（川島隆二）  ほかにございますか。 

 西村委員。 

○西村委員  今、知事からもＩＲの依存症対策ということで、これ、まだ実際に場所は

神戸かあるいは和歌山か決まっておりませんけど、どこかに関西に最低１つはできると思

います。そこで今、非常に、ＩＲが関西に決まれば依存症対策というのはあっちこっちの

議会でも今話題になっているのが現状なんですけども、今現在でギャンブルに対する依存

症というのは、大きく分けてどういう症状が起きたのが多いんですか。 

○委員長（川島隆二）  飯泉委員。 

○広域連合委員（広域医療担当）（飯泉嘉門）  今、ＩＲはこれからということであり

ますので、日本で代表的なギャンブル、例えば、競輪・競馬、公営でのギャンブル、ある

いはパチンコ、こうした点がありますが、やはり一番多いのはその中にのめり込んでしま

うと。よく主婦の皆さん方が「パチンコ。やはり競輪・競馬はちょっとね」という皆さん
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方も、パチンコでしたら1,000円札を持って、そして臨むことができる。最初は1,000円で

やめる。そのつもりが、あるとき大勝をしてしまった。これの体験が忘れられない。成功

体験が、ということで、そのうち1,000円が2,000円、2,000円が5,000円、5,000円が１万

円と。そのうちお金が足りなくなってしまうとサラ金で借りる、サラ金地獄に陥ると。こ

うした形がよく一般的には指摘をされるものであります。こうした依存症をいかにこれか

ら抜けていくのか。やはり依存症を抜けていくためには、やはり自分だけではないと。そ

うした人は誰でもかかりやすいんだと、こうした点を指摘する点が重要でありまして、依

存症にかかった皆さん方同士が集まって、お互いの体験談を語り合っていくと。そして、

それを今度は精神科のドクターをはじめとする皆さん方が導いていく。あるいは危険ドラ

ッグみたいなものの依存症、これは薬物の依存ということになりますが、この場合には専

門的な見地はもとよりのこと、やはり回復を目指す皆さん方の仲間の会であるダルク、こ

うした皆さん方がやはりそれを導いていただくと。こうした点もよくありました。いわば

ギャンブルとしての重ねていく、こうした依存症の部分と、薬物の依存症のように、やは

り医学的に体がそちらを求めてしまうものと、大きく分けてこの２つがあるんではないか

と思っております。 

○委員長（川島隆二）  西村委員。 

○西村委員  今ＩＲ、あるいはギャンブル依存症も含めて、国内の人が約80％、海外が

20％ぐらいだろうと。そういう依存症になる、あるいはなった人っていうのは、その会場

じゃなくて当然どこかに、周辺に住んでるということですわな。そのところから依存症、

いろんな形の対策、それは医療にしても精神的なことも含めて、ある程度、当然、地方自

治体がそれなりの、やっぱり医療負担というのは当然出てくるわけであって、こないだ大

阪あるいは和歌山、決まっておりませんけども、やはりこれは周辺の自治体等のそういう

協力というんですか、いろんな意味でね。医療体制あるいは金銭的な問題も含めて、私は

そこだけでやるべきものじゃないという考えをしとるんですけど、今後ＩＲについてもう

少し勉強して、今後いろいろと指摘したいと思いますので、よろしくお願いしたいと思い

ます。 

○委員長（川島隆二）  大橋委員。 

○大橋委員  大阪府議会の大橋でございます。 

 ８ページの広域医療局の取組の中の災害医療コーディネーターについてお伺いしたいん

ですが、今人数が436名ですか。今の大阪府は20名しかいないんです。近々に100名まで持

っていきたいと。その20名の内訳というのは、医療従事者なんですね。いわゆるドクター

ですね。大阪府医師会を通じて20名にお願いしてると。それを100名にするということに

なれば、非常にいろんなエネルギーが要るんやということを聞いたとこですよ。そうした

ら、社協の職員であったり、福祉関係の方であったり、医療従事者にこだわらないという

ことでお聞きをしているんですが、関西広域連合のこの436名の方の内訳あるいは所属っ

ていうのはどういうふうになるんですか。各府県になるんですか。 

委員長（川島隆二）  飯泉委員。 

○広域連合委員（広域医療担当）（飯泉嘉門）  この436名の積み上げのもとというの

は、各構成府県という形をとっております。そして今、お話がありますように、これは国

として、例えば法律や政令で定めたものではなく、冒頭の私のご挨拶でも申し上げました
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ように、いわゆる東日本大震災発災のときに関西広域連合がカウンターパート方式、これ

をとりまして、そして、例えば岩手県、ここについては和歌山と大阪が、そして一番被災

が激しかった宮城県、ここについては兵庫、徳島、当時この災害医療、こちらに加わって

おりませんでした鳥取県、ここが平井知事さんからのご英断で、このときには加わらせて

ほしいということで鳥取県。そして、さらに福島県については京都と滋賀とこういうわけ

だったんですね。しかし、実は派遣をしたときには、福島の第一原発がまだ爆発していま

せんでした。しかし、派遣をした後に福島の第一原発、ここが爆発をいたしまして、福島

県に送った京都、そして滋賀のＤＭＡＴをはじめとする医療部隊が全て県境を越えて宮城

県に入ってきてしまったんですね。そして、我々徳島に連絡を取っていただければよかっ

たんですが、宮城県に実は連絡を取られまして、そしてどこへ行ったらいいだろうかと指

示を仰いでしまったんですね。宮城県の職員は不眠不休で実は対応しておりました。自分

の家族の安否もわからない極限の状態でやっていたものですから、そのときに大変大きな

ハレーションを起こしまして、宮城県の災害本部で展開をしていた徳島に、実は全てその

分が宮城県のほうからまいりました。そこでやはり、お医者さんに対しては、需給バラン

スあるいはどこにどうした部隊を派遣をするのか。どこへお医者さんが必要となるのか。

こうした点をしっかりと事前に組むコーディネート制度が重要ではないだろうかと。走り

ながらつくりだしたのがこの医療コーディネーター制度と。まさにメイドイン関西広域連

合の制度。しかし、その後これが大変効果を出したということで、国の共有の制度になっ

たということで、実は今をもって定義が定められているわけではないんですね。というこ

とで、大阪府の場合には医療関係者がと、特にお医者さんがと。しかし、滋賀県の場合に

は、必ずしもドクターばかりではなくて、医療関係の皆さん方が入っているということで

滋賀が一番多い構成となっております。ということで、このあたりのバランスをとるべき

じゃないかとご意見もあったわけでありますが、やはりそれぞれの府県においてもチーム

ワーク、これも重要なんだと。まずそれぞれの府県の考え方を重要視をしようと。そして

チーム医療として医療コーディネートを機能させることがやはり重要であろう、という形

で今進めているところでありますので、今お話がありましたように、例えば看護師さんで

あるとか、あるいは社協の人間であるとか、こうしたものが専門的な知識を持ち、あるい

は独自の部分をそこへ打ち出してくれることによって、チーム医療としてコーディネート

ができるということも、これも新たな機能であると考えておりますので、ぜひ、大阪であ

れば大阪ならではのものを打ち出していただきまして、そして関西広域連合全体としての

医療コーディネート機能、この向上をぜひよろしくお願いを申し上げたいと思います。も

ちろん成功事例につきましては、それを共用させていただければと思います。 

○委員長（川島隆二）  大橋委員。 

○大橋委員  今知事からのお答えいただいたんですけども、じゃあ、このコーディネー

ターはそれぞれの府県に所属をしているということでいいんですね。あとは積み上げてい

くだけということですね。そうですね。 

委員長（川島隆二）  飯泉委員。 

○広域連合委員（広域医療担当）（飯泉嘉門）  数字的なものについては今そのとおり

となっています。ただ、関西広域連合でつくり上げた制度でもありますので、例えば、医

療コーディネーターのいわゆる質の向上、こうした点についての研修であるとか、あるい
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は顔の見える横横の関係であるとか、こうしたものについては関西広域連合として対応を

させていただいているところであります。 

○大橋委員  ありがとうございました。 

○委員長（川島隆二）  安井委員。 

○安井委員  神戸市の安井でございます。 

 25年前の昨日に、阪神・淡路大震災が起こり、今日お越しの近隣の皆様方に本当に助け

ていただき、心からの感謝をいたしたいというようなものを含めて、兵庫県で高松宮様を

お迎えして式典を行いました。近隣の皆様には心からの御礼を申し上げたい。おかげで何

とか復興になりつつあるのではないかとこういうふうに思いまして、御礼を申し上げたい

と思います。 

 本日のこの議題の中で、いわゆる関西広域連合における医師連盟というか、医師連携と

いうか、救助体制、この中に占めるドクターヘリの役割については、これほど大きなもの

だっていうこと数字で知り、確かに先ほど意見があったんですが、神戸とか大阪市は救急

車があるもんですからあまり感じてなったんですが、やはり非常に必要な社会的な装置で

あるということはわかりますし、今後ともこれは力を入れていかなくてはならない。 

 さて、それと当時に25年前からの反省をするならば、この前の委員会でも申し上げたん

ですが、やはりフェリーの使い方、海の使い方を私たちは忘れておったと。フェリーもそ

うだったんです。実は、フェリーを神戸市内のどこに落とすかということについては全く

検討されなくて、あたふたとしたというのが現状でございました。私もその当時現職の議

員として救援活動やっておりまして、よくわかっておるんですけども、その中で、特に海

上自衛隊の阪神基地というのがございまして、そこから「なぜ船を使ってくれなかったの

か」という反省が非常に大きく持ち上がりました。先般、神戸市にあります神戸商船大学

のほうの学長から提案があり、神戸市医師会と組んでジャンボフェリー、加藤汽船を使っ

て実証実験をいたしました。それはどういうことかというと、神戸市内におられる透析患

者、在宅患者、そういった皆さん方を神戸市の中で対応できないそういう患者さんを香川

県の小豆島、そして高松市へ送るのにどれだけのことが必要なのかという実証実験をいた

しました。兵庫県井戸知事のほうからも非常に注目をしておるというコメントをいただき、

当日防災大臣もお越しになり、衆参の両議員も乗り、私自身も一日小豆島へ、他の議員に

呼びかけて訓練に実施しました。非常に大きなものを得たと思いますが、それはやはりこ

の瀬戸内の中で、各瀬戸内に面し、あるいはまた海に面しておる都道府県なり市がそうい

ったフェリーを使う協力体制をつくったら、かなりの患者さんを他の医療機関に委ねるこ

とができる。そういう相互条約というか、相互協定というか、そういうものを、このペー

ジを見てうらやましく思いましたが、ヘリコプターは大体そういう対処ができ上がりつつ

ある。しかしまだフェリーの体制はできていない。そういう意味では、和歌山県さんなん

かが本当に力を入れてくださって、他のフェリーを各所持っていますから、そういう体制

ができないかなということを思っているんですが、いかがでしょうか。 

○委員長（川島隆二）  飯泉委員。 

○広域連合委員（広域医療担当）（飯泉嘉門）  今、安井委員がおっしゃられたように、

阪神・淡路大震災あるいは東日本大震災、こうしたときに陸上がほとんど使えなくなる。

これがまずは第一なんですね。実は阪神・淡路大震災、このときには私も自治省でバック
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アップの責任者を、また消防庁長官付きを一週間命じられたところでありましたので、つ

ぶさに神戸の状況がわかっているところでもありました。そんな意味では、昨日も多くの

映像が出ておりました。国道43号に阪神高速が横倒しになると。この現場も垣間見たとこ

ろではありますが、全く陸上が使えない。そうした中で、当時は空、ここもなかなか厳し

かったんですね。毎朝のように、例えば自民党の部会なども長官とともに、あるいは官邸

での会合、このときは村山総理だったわけでありますが、官邸自身にファクスが一台もな

かった。こうした時代であったわけでありました。そんな意味ではヘリを降ろす場所、例

えば、ランデブーポイント、こうしたものもほとんどない。これがその当時の状況という

ことで、当時として一番使えるのは海の道ということで、今のフェリー、あるいは自衛隊

の艦船、こうしたものとなりました。しかし、当時にはそうしたものの想定が全くなかっ

たということがありまして、ほとんどこれが機能しなかった。これが事実であります。本

当であればフェリーもその後使えればよかったんですが、耐震バースができていないとい

うことで、実は埠頭に多くのがれきのごみと、そして埠頭自身が壊れてしまうと、こうし

たことで実際は海もなかなか直接接岸をして使うことができない。これが当時の状況であ

ったところであります。 
 そこでその後、やはり海の道をしっかりと、ということで耐震強化岸壁、耐震バース、

こうしたものをつくる。また、医療船ということで、海上保安庁あるいは海上自衛隊、こ

うしたものの艦船の中で、陰圧まで含めて手術をできる体制をとると。こうしたものも、

実は今では防災訓練の中で実際に行われているところでもあります。ということで、平時

からやはりこのフェリーの皆さん方と訓練、そして何といっても大量に多くの患者さんを

輸送することができるわけでありますので、我々としても、例えば今、和歌山県というお

話でありましたので、今日も私は、実はフェリーでこちらへ参りました。徳島と和歌山を

結ぶ南海フェリー、この皆さん方とは防災協定を結んでいるところであります。和歌山、

南海フェリー、徳島と３社によって、いざ発災となった場合には多くの物資を、また人を

このフェリーによって運んでいただくと。そうした体制もとれておりますし、また東京か

ら四国は徳島、そして北九州を結ぶオーシャン東九フェリー、こうした皆さん方ともその

協定を結ばせていただくとともに、特にオーシャン東九フェリーを着ける徳島。ここの部

分についてはオーシャンのほうからも要請がございまして、耐震強化岸壁、国とともに直

轄事業を活用する中でこれをつくり、それによってちょうど中間地にある徳島に、北九州

のオーシャントランス株式会社のいわゆる本店を移す、こうしたことともなったところで

ありまして、平時から顔の見える関係をつくり、いざ発災となった場合にはフェリーを活

用する体制が、そうした局地間ではでき上っているところではあります。しかし、今、安

井委員からお話がありましたように、ドクターヘリの場合、瀬戸内、ここにつきましても、

例えば、鳥取のドクターヘリとのお互いの協定によりまして中国５県が既に協定を結んで

おります。また、更に徳島のドクターヘリを基軸として、四国のドクターヘリ、まだ香川

は導入がされていないんですが、高知あるいは愛媛、こことの協定は既に結ぶとともに、

これを契機として香川県がドクターヘリを導入することを決めたところであります。行く

行くは香川県が導入した暁には、関西広域連合と協定を結ぶ、こうした方向で今進めてい

るところであります。ということで、事実上、ドクターヘリは瀬戸内全ての県との事実上

の協定が結ばれているところであります。こうしたものの中で、やはり大量に人を、物資
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を、また場合によっては医療船として患者さんを、ということになりますと、このフェリ

ーは大変重要な戦力となるところでありますので、今お話がありましたように、既に神戸

市をはじめ実証を行っていただいている。また、連合長からも効果的であると、そうした

談話が寄せられている、ご紹介をいただいたところでありますので、広域医療局といたし

ましても、災害時における関西広域連合としてのフェリーの利活用、こうした点に今度は

基軸を移していければと、このように考えております。 
 以上です。 
○委員長（川島隆二）  安井委員。 

○安井委員  今、知事さんがおっしゃった本当にそのとおりでございます。また、よく

ご理解していただいて、敬意を表したいと思いますが、お言葉にありましたように、局地

的には顔の見える関係ができ上がりつつあるんですよと。ただ、全体をコーディネートす

る、そういうシステム化がまだでき上がっていない。これこそ実は関西広域連合がやるべ

きことであって、例えば、瀬戸内海を含む高知県なんかも入れて、いざ南海トラフ巨大地

震が起きたときには、どこの町は、どこのフェリーがどこへ行って、どこへ運ぶ。そうい

うコーディネートをする、そういうシステムを、これこそ広域連合がやるべきであろうと、

そういうふうに思っている。本来の議題ではないんですが、25年前経験いたしました者と

しては、何と法整備ができていなかったか。例えば、自衛隊に対する出動権、要請権が知

事だけにあって、政令市の市長にはなかった。知事と、それから税関長にだけあったと。

その知事が気がつかなかったら要請をして、しかもその要請が海上自衛隊、それから陸上

自衛隊、それぞれにしなくてはならないと。災害法のほとんどが、そういう非常にまだ未

整備な段階で震災が起こったことが非常に大きな不幸を招いておると。だから、この25年

間で法整備も大分でき上がってまいりましたけれども、しかし、まだまだその点について、

実際役に立つシステムができ上がったとは思えない。そういう意味で絶対海洋国家である

日本において、やっぱり船というものの価値観、これをもう一度、特に和歌山県なんかが

中心になってやっていただくというのが、非常に今合理的ではないかと思いますので、ぜ

ひこれをお願い申し上げたい、そういうふうに思います。 

○委員長（川島隆二）  ほかにございますか。 

 西村委員。 

○西村委員  今日皆さんも新聞を朝、読まれたと思うんですが、ちょっとショッキング

なんですけどね。こないだから、いわゆる南海トラフのずれが出てきている。だから当然

地震はいつかは別として当然起きるであろうという、そういう報道がずっとされているん

ですけど、そこで府あるいは県・市の公共物、あるいはマンションも含めて、そこらはい

わゆる耐震検査、あるいは当然耐震改修というのは、ほぼできていると思うんですね。そ

やけど、今日の新聞によりますと、これはほとんど民間が多いと思うんですけども、この

耐震改修なんかで、特に今、この神戸を例にとりますと、1,200棟のうちこの25年間で８

年しか、この補助金を貰って補強対策はできてないというような数字が出てるね。東京に

おいても450棟ぐらいしかできてない。私は、これはお金がかかることですから進まない

っていうたら進まないですけど、現実に補助金制度をつくっても絵に描いた餅みたいな状

態やな、ということでちょっとショックがあった。そのとき、それでもう一つは官庁関係

はほぼなんですけど、ＵＲですね。ＵＲいうのは大体マンションなんですけど、ＵＲ等私
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は何回も、今もやりあっているんですけども、ＵＲのマンションができたときに、下にテ

ナントが入っているところがあるんですね。テナントはその開発のときに権限を持って入

ってる都市があるものもね。そこで調整がつかなくて、なかなか検査あるいは改修までい

けないというのが非常に多いんですよ。だから堺市もＵＲの住宅というのはかなりあるん

ですけど、ほぼ下にテナントが入ってるところというのは、耐震検査すらできてない。そ

こでＵＲとしょっちゅうやり合いするんですけどね。なかなか前へ進まないというんです

けど、かなり１つの棟が300とか、400世帯とか大きいですからね。 

○委員長（川島隆二）  恐れ入ります。西村委員、今日は広域医療の話ですのでお願い

します。 

○西村委員  わかりました。 

 そこらで、直接この防災の、25年の出てきましたけど、これやっぱり大きな地震が起き

たら、そこへ当然被害者は出てくるわけで、これはもうちょっと広域としても全体として

考えるべきちゃうかなということを要望しときます。 

○委員長（川島隆二）  猪奥委員。 

○猪奥委員  奈良県議会の猪奥です。 

 ドクターヘリについてお伺いしたいのですけれども、今ほどのご説明の中で、今現状７

機でやっていて大きな災害時には３機派遣して４機体制、また３機体制でということでお

話をいただきました。平時と、あと最大時、３機、４機派遣しているときのそれぞれの不

足感というのは、現状でどういうふうなのか、まず教えてください。 

○委員長（川島隆二）  飯泉委員。 

○広域連合委員（広域医療担当）（飯泉嘉門）  先ほど冒頭で申し上げた熊本地震の場

合には、緊急の話でもありましたので、西側の守りの３機を送り、残った東側の３機が関

西広域連合全域を臨時的な形で守ったと。しかし、今おっしゃるように、平時から実は二

重三重のセーフティーネットということで、実はドクターヘリ、関西広域連合の７機、あ

るいは奈良県のドクターヘリ８機、更にはそれぞれの隣接県のドクターヘリ、これらとの

二重三重のセーフティーネット。更に足りない場合には、消防防災のヘリ。これをドクタ

ーヘリ機能として第３次的なところにこれを補うという形で、それぞれ優先順位、この守

備を定めているところでもあります。 

○委員長（川島隆二）  猪奥委員。 

○猪奥委員  そうすると、平時は不足感は全くないということですよね。熊本地震のと

きに派遣していただいたその際の臨時的な派遣でしたけれども、その際の不足感というの

も現状としてはなかったっていうことですか。 

○委員長（川島隆二）  飯泉委員。 

○広域連合委員（広域医療担当）（飯泉嘉門）  そのときに、もし大きな例えば交通事

故、一気にドクターヘリを３機必要とするとか、あるいは３機では足りなくて４機必要と

すると。もし仮にそうしたものが起きていたら、そのときは当然のことながら不足感が出

たんではないかと、このようには思います。 

○委員長（川島隆二）  猪奥委員。 

○猪奥委員  ありがとうございました。 

 奈良県も今、10ページに書いていただいていますけれども、奈良県ヘリを含めた近畿ブ
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ロック８機での運航体制の構築へ、ということで書いていただいていますけれども、これ

は奈良県が、今奈良県広域医療には入っていませんけれども、一重目の中に奈良県も参加

させていただくということですか。それとも関西広域連合と奈良県とで協定を結んで、ド

クヘリの運航だけ、今のご説明でいうと二重目に入るということなんでしょうか。 

○委員長（川島隆二）  飯泉委員。 

○広域連合委員（広域医療担当）（飯泉嘉門）  この後者となります。 

○委員長（川島隆二）  猪奥委員。 

○猪奥委員  ありがとうございました。 

 奈良県が入れていただいて、今資料先ほどでも見せていただいたとおり、奈良県は広域

医療には入ってないんだけれども、大阪のドクターヘリさんにも去年５回も助けていただ

いたということが書いてございました。平時の場合は広域医療に入るかなと思うんですけ

れども、有事、南海トラフ地震が起こりましたら、奈良県の防災ヘリも出動させていただ

く際は、防災という観点から出動させていただくことにもなるのかなというふうに思いま

す。ドクヘリの運航に関しては、防災でも取り扱っていただいて、奈良でするべきことで

すけれども、奈良県のヘリも一重の輪の中に入って、もう少し機動力を上げていかないと、

熊本にお助けに行く場合だけではなくて、当地であった場合なかなか対応が困難ではない

のかなというふうに思うんですけれども、いかがでしょう。 

○委員長（川島隆二）  飯泉委員。 

○広域連合委員（広域医療担当）（飯泉嘉門）  今、猪奥委員からもお話がありました

ように、既に実は奈良県は大阪府に協定を最初結んでおりますし、和歌山とも連携をとっ

ておられますね。ということで、実は関西広域連合の広域医療分野、こちらには入ってい

ただいていないわけではありますが、日頃からそうした関係というのが、従来からできて

上がっていたんですね。ということで、形の上としては、関西広域連合と奈良県とで協定

を結んでいくという形になるわけで、しかし、実際のところとしては、もう既に、かつて

の協定が生きていきますので、実情は隣同士であれば、という形がとられているとお考え

をいただければと思います。 

○委員長（川島隆二）  ほか、よろしいでしょうか。 

 林委員。 

○林委員  京都府議会の林正樹でございます。 

 14ページに書いてございます感染症対策についてお聞きしたいと思います。先ほど新型

コロナウイルスの話も出ましたけれども、感染症対策、先週の総務常任委員会でも、やは

り今後の国際的な開催、インバウンドの増加に伴って国内外からの人の交流が活性化して

いくことを踏まえてということで、当然そこを強化していくべきであるというような話が

ございました。20世紀に最も人と人の感染症であって、その感染症対策というのは非常に

重要な課題だというふうに私も思っておりますし、京都府議会においてもそうした観点か

ら質問するわけでございますけれども、国のほうで法律も含めてですけども、特定の感染

症指定医療機関第１種、第２種も含めてございます。この取り組みの中で、今後大事にな

ってくるだろうなと思うのは、感染症の専門性の高い医療機関であると同時に、外国語対

応ができるかどうかというところも重要だと思うんです。京都は第１種機関があって、第

２種は滋賀だと思うんですけども、そこと外国語対応ができる機関が必ずしもうまくかみ
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合ってるわけではないと。関西では特定の感染症指定医療機関は１医療機関で２床の病床

を持っている。第１種は11医療機関で20床持っている。第２種は70医療機関ぐらいである

と。必ずしも、外国語対応医療機関が、全てそうならなければならないというわけではな

いでしょうけれども、ただ、やはり関西国際空港があり、また海のほうでも海外との窓口

があるような中で、関西の中でこの感染症対策を推進していこうとすれば、外国語対応の

一定の機能を持ったところを幾つか整備する等の検討があり、その体制の構築が求められ

ていると思うんですが、現在のその取り組み状況がどうであるのか。また今後、確か、令

和２年度の事業の１つの取組の中にあったと思うんですけれども、その中でどう取り組ん

でいかれるのかお聞かせください。 

○委員長（川島隆二）  飯泉委員。 

○広域連合委員（広域医療担当）（飯泉嘉門）  今お話がありますように、従来の感染

症対策、インバウンド等はやはり外して考えてきたというのが日本のあり方で、お話をい

ただきましたように、例えば隔離機能が高い、陰圧がきっちりできると、どちらかという

と機能を中心に。さらに、これに加えて感染症に詳しいドクターがいるかいないのか。こ

うした観点で実は各都道府県単位で国と都道府県との間で構成をしてきたというものが従

来の考え方でありまして、しかし、昨今インバウンド、特に昨年はラグビーのワールドカ

ップ、今年は東京オリパラ、そして来年はいよいよワールドマスターズゲームズ2021関西

と３年連続で国際スポーツ大会が日本で、またこの関西広域連合の地で行われることとな

ります。またそうした意味で、国においては2020年でインバウンド、従前は2,000万人と

していたものを4,000万人、2030年には3,000万人としたものを6,000万人に。こうした中

では2025年に大阪・関西万博も開かれるということがありまして、その意味ではこの感染

症対策、やはり海外から持ち込まれるということを前提に考えていく必要があると。そう

なりますと、今ご指摘のあった外国語対応。もちろん英語というだけで足りるのか。今の

コロナウイルス肺炎を考えると、これは中国語対応、現に今、日本の国内におきましても、

その患者さんが出ているんですね。ほとんどが武漢、その発生の地でありますが、そこか

ら帰ってきた。もちろん海鮮市場に行っていないにしても、その親御さんが例えば肺炎に

なっていて、非常に濃厚に接していたという皆さん方が実は隔離を今もされている状況で

ありました。いかに水際対策が重要であるかということがあります。 

 そこで実は、関西広域連合におきましては、来年のワールドマスターズゲームズあるい

はオリ・パラで多くの事前キャンプ、これを誘致をしているところでもありますので、実

は感染症対策を、我々としては災害時における広域医療体制強化の中に、今回組み込ませ

ていただきました。まさにこれを、特殊災害という位置付け、これらを含めてCBRNE（シ

ーバーン）などとも呼んでおりまして、この特殊災害へと位置付けをとりまして、来年度

におきましては我々関西広域連合として、この災害時における広域医療体制の強化として

しっかりとこうした取り組みを進めていきたいと。そうしたものの中には、今お話があり

ますように、情報伝達体制をいかに速やかに行うのか、そうなりますと意思疎通が重要と

なりますので、外国語対応にとりましてもしっかりと考慮をしていきたいとこのように考

えております。 

○委員長（川島隆二）  林委員。 

○林委員  ありがとうございました。 
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 また３月の議会でも取り上げさせていただいたと思うんですけど、やはり空港とかそう

いうＣＩＱのところでは、もう限界が、やっぱりある。今回は中国で何か起こってるな、

ＷＨＯがこんなんかなって言った後に日本でぽんと出たから、単に追いかけやすかったと

は思うんですけども、何かごちゃごちゃあっちで起こってるなと思っている間に、こっち

でぽんといきなり出るパターンも当然あるわけで、それが感染症の潜伏期間を、水際のと

ころを突き抜けて入ってくる怖さでもあるんだと思うんですけども、でしても、やはりど

こから来てどこに、今までどう来たのかとか、どういう症状なのか含めて感染症の専門性

と同時に、やはりそうしたことの聞き取りがしっかりとできて対応できるような、外国語

対応の体制もしっかり備えた形での取組をしていくことが2025年の大阪・関西万博までと

りわけ大事なのかと思いますので、そのような取組を努めていただきたいと思いますので、

よろしくお願いします。 

 以上です。 

○委員長（川島隆二）  安井委員。 

○安井委員  簡単で結構ですので、25年前の反省の中で、災害における広域医療体制、

市民あるいは県民、関西の人々を守るという上においてアスベストの問題があります。当

時、25年前、大阪も神戸も近畿全体でアスベストの規制を持っておりませんでした。東京

都だけがアスベストの規制を持って、東京都のアスベストの規制値で神戸市内の空気を測

ったら、何と10倍から15倍のアスベストを神戸市民が吸うておったと。私たち議会人は、

これは非常に、神戸市民が時限爆弾を胸に入ったもんと同じやということを指摘したんで

すが、そのときの医師も、それから学者も、あまり関心を持たなかった。ところが現実、

この頃になって、その当時の解体業者さんとか、それに従事した人から中皮腫がやっぱり

出てきたと。だから25年前の時限爆弾を神戸市民はあの震災でアスベストを吸うたと。こ

ういう意味において、広域連合でそういう規制なり、あるいはまた国でどういうアスベス

トの規制について対策をしているのかだけ、もう簡単で結構ですから。 

○委員長（川島隆二）  飯泉委員。 

○広域連合委員（広域医療担当）（飯泉嘉門）  実は阪神・淡路大震災も大きなきっか

けの１つでありますが、アスベストの一番怖いのは、すぐに発症しないで、今お話があっ

たように長い年月を得て、そしてそれが実は肺がんなどで発症してくるとか、肺炎の疾患

を招くということで、実は全国で多くの訴訟がなされてきたところであります。そうした

中で、なかなか原因を立証するというところが難しい部分がありましたので、今ではアス

ベスト対策というものは、例えば解体現場、もう皆さん方もご覧のとおり、そうしたもの

をきっちりと対応するという形にはなってきているんですね。ですから一番のポイントと

いうのは、かつてまだ国全体でのそうした規制がなされていなかったときに吸ってしまっ

た、これは、実は炭鉱などの粉じんも同様のことなんですが、こうしたものは今のところ

司法の場に委ねるしかないという形になっておりますが、我々としては過去のそうしたも

のをしっかりと踏まえる中で、今後しっかりとそうしたもの、今のアスベストの規制を含

めて対応していくことができればとこのように考えています。 

○安井委員  現状はもう、全くよく説明を受けなくてもわかってるんですが、だから関

西広域連合がどう手を打つべきなのか。アスベストに対してどう向かうのかということに

ついてご検討してください。 
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 終わります。 

○委員長（川島隆二）  それでは、もうそろそろ発言も尽きたようでありますので、本

件については、これで終わりたいと思います。 

 ここで、一旦休憩を挟みます。 

 理事者の皆さんは、退席いただいて結構です。お疲れさまでした。 

 再開は、５分休憩にして55分にしますので、よろしくお願いいたします。 

       午後２時50分休憩 

       午後２時55分再開 

○委員長（川島隆二）  それでは休憩前に引き続き、防災医療常任委員会を再開いたし

ます。 

 次に、広域職員研修の推進を議題といたします。 

 広域職員研修担当の仁坂副広域連合長からご挨拶をいただきます。 

○副広域連合長・委員（広域職員研修担当）（仁坂吉伸）  皆さん、広域連合の副連合

長をやらせていただいている、和歌山県知事でもある仁坂でございます。この和歌山に皆

さんお越しいただきまして、本当にありがとうございます。 

 私は広域職員研修の担当をしておりますが、簡単に申し上げて現在やっております仕事

は３つございます。１つは政策形成能力研修ということで、各県の優秀な方々皆を集めて

みんなで議論をしながら政策形成能力を高めようということで、そんな大勢ではありませ

んが各県に場所を移しながらやらせていただいております。 

 ２つ目は団体連携型研修といいまして、ちょっと名前からするとわかりにくいですけど、

はっきり言うとそれぞれの各府県市で研修がございますが、その研修に相互乗り入れで他

組織の職員の方も入っていただこうということで、それぞれこれはいいですよというのを

出してもらって、それでリストアップをして皆さんに入っていただいているということで、

これもそんなに数は多くないですが、実はだんだんと増えております。 

 それから３つ目はＷＥＢ型研修でございまして、これは場所が違えどもＷＥＢで研修内

容を伝えることができますので、こういうことについてもやらせていただいております。 

 若干昔話になりますが、広域連合ができますときに、この広域職員研修をやったらいい

んじゃないかと言い出したのは、実は私なんでございますが、そのときのイメージは、私

は元国家公務員でしたので、代々木で人事委員の研修が１週間ぐらいあるんです、新入職

員のときにですね。連帯感も高まるし、ああいうのやったらいいんじゃないかなと思って

たんですが、やっぱり費用もかかりますし、なかなか各府県市のご賛同をとりあえずはい

ただいておりません。今のような形で続けているというところでございますが、将来連帯

感を深めるために、どんどん強化していったらいいんじゃないかというふうに考えており

ます。 

 それと、現在の具体的な研修局の内容につきましては、広域職員研修局長から説明をさ

せますので、よろしくお願いを申し上げます。 

○委員長（川島隆二）  ありがとうございました。 

 それでは、広域職員研修の推進について、広域職員研修局長から説明願います。 

 田村広域職員研修局長。 

○広域職員研修局長（田村一郎）  皆さん、こんにちは。 
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 広域職員研修局長の田村でございます。よろしくお願いいたします。 

 お手元にございます広域職員研修局事業概要に基づきまして、ご説明をさせていただき

ます。 

 まず、１ページ目をご覧ください。 

○委員長（川島隆二）  どうぞ着席のままで結構です。 

○広域職員研修局長（田村一郎）  すみません、ありがとうございます。 

 事業実施の方針でございますが、広域計画には３つの重点方針を掲げてございます。１

つ目は、幅広い視野を有する職員の養成及び業務執行能力の向上。２つ目は構成団体間の

相互理解及び人的ネットワークの形成。３つ目は研修の効率化でございます。これらの重

点方針に基づいて、具体的取組としては２泊３日の合宿形式及び２日間の集中講義形式に

よる政策立案研修を行う政策形成能力研修。各団体が主催する研修に、他団体の職員が受

講できる団体連携型研修。インターネットを活用しました遠隔地でも研修ができるＷＥＢ

型研修を実施しているところでございます。ただいま、副連合長から説明あったとおりで

ございます。 

 ２ページ目をご覧ください。 

 次に、それぞれの具体的な取り組みの概要をご説明いたします。 

 まず、政策形成能力研修の概要でございます。これは２泊３日の合宿研修と２日間の通

いによる集中講義でございまして、集中講義型研修は合宿形式では参加しにくいという声

がございましたことを受けまして、平成29年度から実施しているところでございます。毎

年テーマを設定しまして、この政策形成能力研修をやっているところでございますが、合

宿形式では関西における共通の政策課題等をテーマとし、実績は表のとおりでございます。

集中講義形式では、統計的思考・エビデンスに基づく政策立案をテーマとしているとこで

ございます。 

 ３ページ目をご覧ください。 

 このページと次の４ページ目に、昨年度と今年度の合宿形式による研修の詳細を記載し

てございます。昨年度は滋賀県において、そして今年度においては京都府のご協力のもと

実施させていただいたところでございます。 

 今年度につきましては、詳細をご説明させていただきますと、文化資源を活用した地域

振興をテーマに、文化庁地域文化創生本部事務局からの先進的な取組事例などの講義。そ

れから、文化資源の活用を行っている拠点を訪問し、その後、講師の指導のもとグループ

ワークにより政策立案演習を行ったところでございます。 

 ５ページ目をご覧ください。 

 こちらは昨年度の集中講義形式の詳細を記載させていただいたところでございます。場

所は大阪市の東梅田で、講師には和歌山市に設置されております総務省統計局及び独立行

政法人統計センターの統計データ利活用センターの谷口センター長と、このセンターでご

活躍されております岡山大学大学院の中村良平特任教授に講師になっていただきまして、

データ収集や分析、利活用についてご講義いただきました。また、自治体におけるデータ

利活用の実現につきまして、静岡県からご紹介いただいたところでございます。今年度に

つきましても、統計的思考・エビデンスに基づく政策立案をテーマとして、大阪市で11月

と、それから２月の２回開催することとしているところでございます。この２つにつきま
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して、受講者のアンケート結果を６ページ目にまとめさせていただいたところでございま

す。 

 左上のグラフでございますが、ここでは理解できた、よかったという声が多くを占めた

とこでございます。また、右上の感想のところでございますが、新しい知識や手法が学べ

た、それから、他団体の職員と交流する貴重な機会になった、視野を広げることができた、

後輩にも進めたいなどの感想をいただいたところでございます。今後も職員の声を聞きな

がらいろいろと工夫して研修を実施してまいりたいと考えているところでございます。 

 ７ページ目をご覧ください。 

 次に、団体連携型研修についてでございますが、各団体が主催している研修につきまし

て、受講人数に余剰がある場合に広域連合の受講枠を設けていただき、他の団体の職員を

相互に受講させるというものでございます。他の団体にないような独自性のある研修など

幅広い研修メニューを各団体から提供していただき、構成団体職員の受講機会を増やそう

というものでございます。 

 実績は下の表のとおりでございまして、平成24年度から開始して、提供研修数、受講者

数を徐々に増やしていっているところでございます。昨年度は36の研修、延べ279名の職

員が受講いたしました。 

 ８ページ目と９ページ目は、昨年度及び今年度の研修の一覧を掲載させていただきまし

たので、ご参考にご覧ください。団体連携型研修につきましても、受講者や各団体にご意

見を参考にしながら、更なる充実に努めてまいりたいと考えているところでございます。 

 最後に10ページ目をご覧ください。 

 ＷＥＢ型研修でございますが、インターネットを活用して、１会場で行われている研修

を他の会場に同時配信して、遠隔地の職員が同時に受講できる体制を構築しようというも

のでございます。提供いただく各府県市のご協力をいただきながら、提供運営の拡大に努

めていきたいと考えているところでございます。 

 広域職員研修局で実施している取り組みは以上でございます。引き続き、研修内容を精

査しまして、広域連合で実施するふさわしい研修を計画実施してまいりたいと考えてござ

います。どうぞよろしくお願いいたします。 

○委員長（川島隆二）  ありがとうございます。 

 それでは、質疑に移ります。ご発言があれば挙手願います。 

 中村委員。 

○中村委員  京都市、中村三之助でございます。よろしくお願いします。 

 ちょっとお尋ねをするわけですけれども、まず、ここに書かれてありますように、広域

計画に掲げる３つの重点方針っていうのは、そのとおりで理解するわけですけども、私が

思うこの研修会を広域連合として行うメリットは、１つは広い視野の内容というのが、研

修をしていくのに取り組みやすいわけですけれども、各府県市で単独でやれば経費的にも

かかるから広域連合とすれば、そういう経費面でもメリットも大いにあるだろうというこ

とがこれはもう考えられると思うんですね。広域行政の推進とか充実のためとしての職員

養成がある、これも重々わかるんですけどね。もう一つは、ここにも書いてある人的ネッ

トワークということで、ある意味で職員間の交流が図れるということもあると思うんです

けども、そこでお尋ねしたいのが、その研修という意味で、先ほどずっとやっておりまし
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た広域医療の推進についての、資料で掲げてある中にも研修会があるんですけど、要する

に合同研修会の件ですけれども、例えば、この資料で書いてあるような災害医療コーディ

ネーターの要請に関するそういう災害医療セミナーをやったりとか、それから危険ドラッ

グの関係の合同研修会で講演も聞き、情報交換するとかですね。それから、感染症対策に

関する研修会ということでやったりとか、それから子どもの事故防止に関する講演を聞き、

そして研修会をやると。こういうふうに掲げてあるんですけども、ここの広域職員研修局

として、こういった合同研修会に対しての何らか関わり、関与はされているのかどうかと

いうこと。まず、それ、お尋ねしたいんですけども。 

○委員長（川島隆二）  田村局長。 

○広域職員研修局長（田村一郎）  各分野局でやっております合同の研修につきまして

は、そちらのほうでその方針に基づいてやられているところでございまして、広域職員研

修局のほうでは、こちら掲げてございます政策形成能力を高めるという目的のためのこの

合宿と、それから集中講義型研修、それからあと団体、それぞれやっているとこの相互乗

り入れ。そういったのと、あとＷＥＢやっているというふうにしているところでございま

す。 

 以上です。 

○委員長（川島隆二）  中村委員。 

○中村委員  わかりました。 

 そこで、広域連合としての研修会のありようについてお尋ねするんですけれども、私は

先ほど言いましたメリットは経費的なもの。これが実際やる中で合同でやることに、広域

連合としてやって初めてメリットがあるというところであって、やっぱり事業を進めるべ

きやと思っておるのでね。そういう面で考えたときに１つお尋ねするのは、これまでのこ

ういった研修、今回この資料を見ても研修会の各団体連携型研修もどんどん増えていって

おります、平成24年から。それらの増えていってる中で増えていることは当然、充実され

ることについてはいいのかもしれませんけれども、実際のところ、これが各それぞれの自

治体において、当然増えているということは経費も重なっているわけです。その研修内容

とありようによっていろいろな方から広い地域の中で移動するわけですから、そういった

経費もかかるという中で実施していく中で、その内容とその効果、費用対効果についてど

のように評価されているのかということをお尋ねしたいですけども、その辺のところでの

皆さん方の見解をちょっとお話、また各自治体の担当者間でそういった経費面での今後の

ありようとかについては話は出てるんでしょうか。 
○委員長（川島隆二）  田村局長。 

○広域職員研修局長（田村一郎）  まず、研修の開催においての経費的な増加という形

についてですけども、開催についてはプラスアルファはございません。それぞれの各構成

団体のほうで計画し、その構成団体内の職員向けで準備している研修について、そこにい

わば、ただで参加するという形をとっておるので、そこについての増加はございません。

ただ、もちろんそこに行くまでの旅費というのはかかってくるところではございます。そ

こについては、各団体が各団体の判断において、その職員はそこの場所の会場のところに

出すという形をとっているとこでございます。ですので、費用という面でいきますと旅費

面のとこでございますけども、そこの効果というところは、なかなか明確にどうっていう
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のは難しいのが。各団体のところで、それをフィードバックさせているのかなというふう

に考えてるところでございます。 

 ただ、そうはいってもやっぱりいろいろと経費がかかるという中でやってる面ではござ

いますので、その効率的にやっていくという中で、３つ目にございますＷＥＢ型研修、こ

ういったもので効率的な運営というものも進めていこうと考えているところでございます。 

 以上です。 

○委員長（川島隆二）  中村委員。 

○中村委員  私も最初に言いました、各府県市単独であればそれぞれの研修をやるのに

お金がかかるけれども、一人の講師を呼んで共有していくというようなことから、当然メ

リットがあるわけですから、そういうところの部分は十分考えた中での内容と、それぞれ

の自治体で、これはやってよかったと。また、参加した分も十分、そういう実のある研修

であったというようなところをしっかりと評価しながら前に進んでほしいという意味です

けども、それと同時にやっぱり経済というような費用面も考える中で、やっぱりＷＥＢ研

修というのが、これから大いに有効になってくる。それをもっと充実していくべきじゃな

いかなということを思っているので、ぜひともその推進を府県市にも呼びかけていただい

て、サテライト会場をしっかり設けてそれぞれやっていこうというところへ持っていって

ほしいのと、それから先ほど最初に言いました合同研修会、それぞれの局でやってるとい

うことですけれども、やっぱり研修会ですから、僕はある意味で全体で、広域連合の組織

内としてそれぞれが自由にやってるというところでは、今のような担当者会であろうが、

内容によっては講演も多くあるわけやから、いい話であればそれをどんどんそれぞれの多

くの職員に聞いてもらうような機会をつくっていけばいいわけやし、ＷＥＢ型研修という

のはどんどん効果が上げられるそういう手法だと思うので、そういったところで関わって

欲しいなと。そういうそれぞれの単独で研修、というところのやってる中で、ややもすれ

ばお任せでそういうのを局で案内して、担当のものが独自でしょぼしょぼってではないけ

れども、勝手にというわけではないけれどもやってるというようなことがないような形で

のチェックをする、組織内での部分は、ここの職員研修局が当たればいいんちゃうかなと

いうようなことを思ったりするんですけども、それに対するご見解があれば伺いたいです

けども。 

○委員長（川島隆二）  田村局長。 

○広域職員研修局長（田村一郎）  こちらの広域職員研修局でやっております研修って

いうのが、各構成団体の中のことで考えてみますと、その職員の基礎的な素養といいまし

ょうか。そういった面を一部持ち寄るという形を取りつつ、更に関西という視点の中での

そういった職員としての見識とか、そういったものについては高めていこうと、こういっ

たところでやっているところでございまして、各府県市の中で、大体人事課がやっている

というような研修っていうものを広域連合として、その分についてもやっているというよ

うな、そういったイメージかなと思っているところでございます。他の例えば医療である

とか、こういったところで合同でやっている研修っていうのは、例えば各府県市の構成団

体の中でやっている分野っていいましょうか。その部局のところが、例えば各府県だった

りすると、そこの中の市町の職員を集めて、それでこういったいわば専門分野っていいま

しょうか。そこでの知識を高めたりとか、新しいことについての意見交換をしたりとか、
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そういったところをやってるというもの。それが府県をまたがってさらに合同でやってる

ものかなというところでございまして、ちょっと研修っていうところではなるのかもしれ

ませんけども、若干、その辺のとこでの意味合いっていうものが違うとこであるかなと思

ってるとこでございます。 

 その合同でやっております、各分野のほうでやっている研修につきまして、効率的にや

っていくっていうのは、当然効率的な運営をしていく面では必要かなと思ってございまし

て、そこのとこにつきましては、この広域研修局のほうでもこうやって「ＷＥＢ研修をや

っていますよ」という情報につきましては提供しながら、「そちらの各分野のほうでも工

夫できるところはありますよ」っていうところでいろいろ紹介していくということはある

のかなというふうに考えるとこでございます。 

 以上です。 

○委員長（川島隆二）  中村委員。 

○中村委員  私が懸念するのは、要はそれぞれの自治体でいろんな子どもの事故防止と

か、感染症対策なんかもどんどん皆やってるわけですよね。それがいい形で広域連合も共

有するような形での内容であればいいわけですけれども、ややもすれば二重行政になると

いうようなことがないように、やっぱりここはチェックしていかなあかんという思いがあ

るのと、実際内容の部分、詳しくはわかりませんけれども、それぞれのタイトル等を見る

と、みんなどこもやっているようなことをここでもやっとるというなんでは、これではや

っぱり効果的にもちょっとちゃうんちゃうかというようなところで、その辺をチェックす

るという何か組織としての機関があってもいいかなということも思いますので、これは連

合長のほうも、その辺ちょっとまた全体でそういったところの懸念をしているという中で、

そんなことがあってはならんと思ってるので、より効果的でやはり連合としての価値があ

るなということが、皆がその辺で認識的な形で内容なり運営をやっていっていただきたい

と、このような思いでございますので、ひとつよろしくお願いします。 

○委員長（川島隆二）  仁坂委員。 

○副広域連合長・委員（広域職員研修担当）（仁坂吉伸）  ただいま立派なご意見をい

ただきまして、そのように努力していきたいと思います。 

 今のところ現状を見ますと、実は各県がそれぞれやっとるというところに広域連合が二

重に入っていくということはほとんどやっておりません。というか、逆にやれておりませ

ん。それはそれぞれのところがもうやっているんだから、そこで無理やり統合しましょう

ねといってもなかなかできないというのが現状でございます。広域連合で全体として１つ

やったほうがいいときのメリットは、講師謝金とか、そういう点では効率的に任用できる

んですが、一方では研修を受けに来る人たちは遠くから通ってこないといけないというこ

とでこのほうがマイナスになる。ですから、各県それぞれお考えあるだろうと思いますけ

ども、今のところはそれぞれの県のやっているところで、それで共通のところがあるとす

ると今やってるようなところをみんな選んでやっておると、こんな感じかなというふうに

思います。今、多分、念頭におありになるような研修の種類というのは、政策形成能力研

修みたいなのがもうちょっとあってもええんちゃうかというようなことではないかなと思

って聞いてたんですが、実はちょっとありまして、ご覧になっていただくとわかりますが、

統計的思考・エビデンスに基づく政策立案ということについては、これは多分それぞれの
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各県ではやっていない研修を、広域連合の我が研修局が提案をして、それで統計局が和歌

山に来てくれたっていうこともありますけれども、みんなでやりませんかと言ってこうい

うことを始めたということなんです。残りのところはむしろ、団体連携型研修で相互乗り

入れにしてるんですけど、これは別に乗り入れなくても元々各県でやらなきゃいけないと

いって別々ばらばらにやってたのを、例えば和歌山県で言えば、和歌山県でたくさん需要

のあるような業務の研修っていうのは自分たちやるけれども、あんまり業務がないなと思

うようなものについては、自分でやるより人のところへ職員をやったほうが効率的なんで

すね。そういう意味で、他県の研修を受けさせていただいている、和歌山県にも来ていた

だいてると、こういう形で相互乗り入れをして、効率的にやっているというようなところ

だと思うんです。我が広域職員研修局っていうのは、基本的にはそういう構造の中で、さ

っきの統計的思考に基づく政策立案のように、みんなでやったほうがいいんじゃないです

かねというようなことについては提案をさせていただいている。それで、各府県市がそう

ねということになったら、どっかへ集まってやってもらう。残りは今のような形でできる

だけ無駄にならないように、二重にならないようにやっていくと。こんなのが現実かなと

いうふうに思っております。 

○委員長（川島隆二）  中村委員。 

○中村委員  仁坂副連合長のお考えもよくわかりましたので、そのような形でお進めい

ただきたいとお願いして、以上終わります。 

○委員長（川島隆二）  ほかにございますか。 

 浦口委員。 

○浦口委員  この広域職員研修について、職員の基礎的な能力を高めるとか、関西広域

全体の利益を図っていくっていうことは私は非常にすばらしいことだと思うんですが、私

は和歌山県会議員でありますし常に言ってるんですが、ちょっと鳥取県と徳島県は置かせ

ていただいて、近畿圏の中でこの30年間で実質、人口が減っているのは和歌山県だけなん

ですね。滋賀県と和歌山県を比べたらこの30年間、1985年から2015年までの30年間で上下

35、36万人ぐらい違うんですよ。もちろん職員の研修はいいんですが、基本的に人口が減

っているとこと人口が増えているとこっちゅうのは、その地域においてやっぱり政策っち

ゅうのは、若干、いろいろ変わってくると思うんですね。政策の訴え方というのがですね。

それと同時に、観光という面で見ても、去年ちょっと調べたらインバウンドの宿泊を見て

たら、もう京都、大阪でほぼ９割方なんですよね。私、意外だったんですが、兵庫とか神

戸なんかは割と少なくて５％ぐらいなんですね。和歌山県で2.4％ぐらいで、奈良とか滋

賀が1.数パーセントという中で、やっぱり国によって、そらお互いの都道府県の努力はあ

りますから、これを全部格差を無くすためにもっと人が来ないところに来るようにしろと

は言いませんけれども、やっぱりその辺も含めてどうなんでしょう。もう少しお互いの連

携というか、共通認識の中で、別に何も力の弱いところへ人を回してくれっていうわけじ

ゃなくて、人口が減っていくのはそれなりの、そこの事情があると思うんですけども、そ

ういったことを職員間で共有しながらより良い、さっきも言いましたように関西全域の浮

上ということ、発展ということを考えた場合に、そういったことも含めた職員研修っちゅ

うのは必要じゃないでしょうか。ただ単に建前だけじゃなしに、もっと関西がより行き渡

るように、地域地域によって人が行き来できるようにやったらどうかなと思うんです。も
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う一つだけ付け加えて言いますと、なぜこんなことを言うかとなると、実は和歌山県から

大阪へ通う通勤電車の時間が年々、長くなってきておるんですよ。滋賀とか奈良のほうは

非常に短いんですよ。和歌山県なんかはどんどん遅れてきて、それはもうひとえに、人口

が大阪の北部から南のほうまでどんどん増えてきているっちゅうこともありましてね。致

し方ない、ようわかるんですよ。ＪＲについても南海についてもいたし方ないんわかるん

ですが、このままだと非常にこれ、和歌山県の知事に言うの恐縮なんですけど、このまま

だと今よりまだまだ人口が和歌山県は減っていく中で、この辺も見越した上でのお互いの

協力関係をつくっていっていただいて、共通の政策をつくっていただけたらありがたいな

と思うんですがね。いかがなもんでしょう、これ。格差を無くす。地域間格差を無くす。 

○委員長（川島隆二）  仁坂連合副連合長。 

○副広域連合長・委員（広域職員研修担当）（仁坂吉伸）  いつも立派なご意見をいた

だいておりましてありがとうございます。 

 和歌山県議会においてでございますけど、そういう意味でそれぞれの各府県市が問題意

識を持っていろいろ取り組んでいるというところはたくさんあると思うんです。ただ、今

おっしゃったようないろいろな問題は、職員研修で解決できる話があんまりないんじゃな

いかというような感じがいたします。そういうのがあったら、それはまた見つけて、それ

でご提案を申し上げて各府県市がいいんじゃないかということであれば、またやっていき

たいとは思いますが、どうも違う話のような感じがいたしました。 

○委員長（川島隆二）  浦口委員。 

○浦口委員  知事が言わんとすることもわかるんです。私もこれは決して、これに格好

つけて言うとるわけじゃないんですけどもね。やっぱ関西全域の発展と考えた場合、地域

間においてその格差をできるだけ無くするために、やっぱり人の行き来が、往来がよくす

る、さっき言ったインバウンドもそうですし、普段からの例えば通勤だとか、通学だとか、

地域にその格差が無いようにするための方法も関西広域連合として考えていったらどうだ

ろうかっていう視点なんですね。私が言いたいのはそこですが、いかがですか。 

○委員長（川島隆二）  仁坂連合副連合長。 

○副広域連合長・委員（広域職員研修担当）（仁坂吉伸）  そのとおりだと和歌山県知

事としては思いますし、広域連合の副連合長としてもそうであったらいいなというふうに

思います。それは、広域連合の仕事の中では企画部門という、何でもやろうというような

ところで、その全てっていうわけじゃないですけど、それぞれ発案をして、これは一緒に

やろうかっていうことについてまでとはありませんけれども、それぞれ手掛けてはいます。

例えば、今おっしゃったようなことの発展の原動力の根っこのところに、インフラ問題と

いうのがあるのは明らかでありますから、広域インフラをきちんと整備しておくこと。そ

したら、どっかに例えば、例えが悪いんですが、血がうっ血するような形になってうまく

いかないということが無くなってくるよねということがございまして、私はそれを特任事

項的に連合長からいただいて、広域インフラ担当というようなこともやっているんですけ

ど、それは共通のマップをつくってみんなで応援してやっていこうねっていうような話で、

それが全てではありませんけども、そういうことを１個１個積み重ねていけば、今おっし

ゃったような意味ではプラスに少なくとも働くであろうと。もっと働くことになったらち

ゃんと提案してやっていけばいいとそういうことだと思います。 
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○委員長（川島隆二）  和田委員。 

○和田委員  この研修というのは、基本的にスキルアップであったりいろいろな目的と

いうのはあると思うんですけども、私関西広域連合であるということに関して言えば、や

っぱりせっかくこういう器ができてるところで研修をやるということは、やっぱり１つ、

職員間の人間関係の構築であったり、一体感の醸成であったり、そういったものが大きな

意義があると思うんですね、私は。その中身は、内容の濃いものでなきゃいけないし、効

率的でなきゃいけないのは事実ですけれども、やはりそこに１回集まって顔を見合って、

「こんな人がいるんだな、同じ思いを持っているな」というような一体感をつくっていく

ことが大きな目的になると思うんですけれども、例えば会社なんかで言うと、研修なんか

の最初には社是を唱和してみたり、社歌を歌を歌ってみたりというようなことをして一体

感をつくったりするわけですよね。そんなことは今の段階では多分そういう唱和するべき

内容もないでしょうけれども、そういうことを一度考えてみたらどうかと思うんですね。

それは行き過ぎだよと。考え方が違うよというかもわかりませんが、せっかくここに関西

広域連合という器ができてて、こういう交流する場があるということは、こういうのを活

用して職員同士ででも一体感をつくっていく。存在意義を、言葉は悪いですけど植えつけ

ていく。そういう手段にこれを使うべきだと思うんですが、いかがでしょうか。 

○委員長（川島隆二）  仁坂連合副連合長。 

○副広域連合長・委員（広域職員研修担当）（仁坂吉伸）  全く賛成でございましてね。

一番初めに、ご挨拶のときに申し上げたとおりなんでございますが、一番初めにこの職員

研修を提案をして、私が割と古い者ですから、広域連合ができるときから、設計の段階か

ら携わっているわけですね。そのときに職員研修というのは共通マンネットで入れといた

らどうですかって言ったときの発想は、まさに和田委員が今おっしゃったとおりなんです。

例えば、一番初めに申し上げましたが、私は国家公務員でございましたのでね。それで、

各省の人たちがみんな集まって、それで一緒に研修を受ける。大教室で受けるときもあり

ますし、それから小さい教室で受けるんですけど、各省の人たちがみんな少しずつ集まっ

て、40人とかそのぐらいの人数になっていろいろディスカッションしながらやるわけです。

そこで、やっぱり国家公務員なんだなと。我々が尽くすべきは日本であって、それぞれ省

庁ではないということはよくわかりますよね。広域連合は、法律的にはそれほど一体のも

のではないんですけども、やっぱり我々は関西というものに対して一種の忠誠心というか、

あるいは愛情の対象として、少なくとも考えないといけないんじゃないかと、そういうこ

とを醸成したり、あるいは各県の人たちと仲良くなっていく。そういうことのために、一

番初めにちょっとやったほうがいいじゃないかなとは、本当は今でも思っているんです。

和田議員もそういうことだと思います。ただ、そのためには、多分莫大な費用も要るんで

すね。そういうことについて、まだ各府県市のご意見が整っていないので、とりあえず一

部の人だけでも、この２泊３日の政策形成能力研修をやって、それでその人たちはぎりぎ

り議論して、それで一体感も高めるし、能力も高めようというふうにやっていこうかとい

うことで、現状あると。こんなことで将来の問題として考えなきゃいけないことだと思っ

ております。 

○委員長（川島隆二）  和田委員。 

○和田委員  よくわかりました。 



 - 31 -

 要望に留めますが、時代的な背景もありますけどね。そういうときに、例えば何か唱和

すべき、今の時代ですから恐らく非常にお言葉を選び、いろんな考え方をいろいろと取り

ながらせないかんと思いますけども、何か唱和をしてみたり、一緒に歌を歌うまではどう

かわかりませんが、そういうことを最初にできるところまで、一度研究してもらいたいな

と。私はそうすれば、必ず心は１つになっていくだろうし、そのときには「関西広域連合

はなきゃいけないよね」っていう気持ちにみんながなってくるだろうし、その中でいい活

用方法も、もっと出てくると、職員の中から出てくると私は思いますので、そのことを要

望しておきます。 

 以上です。 

○委員長（川島隆二）  ほか、もうよろしいですかね。 

 それでは、発言もそろそろないようでありますので、本件につきましては、これで終わ

ります。 

 以上で本日の議題は終了いたしますが、この際、ほかにご発言等ございますでしょうか。 

 それではご発言もないようですので、これで終わります。 

 以上で、防災医療常任委員会を閉会いたします。皆さん、お疲れさまでした。 

       午後３時33分閉会 
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関西広域連合議会委員会条例（平成23年関西広 

域連合条例第14号）第28条第１項の規定により、 

ここに署名する。 

 

   令和２年２月15日 

 

  防災医療常任委員会委員長  川 島 隆 二  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


